
省庁名

番号 所管局等名 所管部課名 事項名 根拠法令等 条項
オンライン
手続件数

非オンライン
手続件数

手続件数計 基本計画 コスト計測

1 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物適正処理推
進課

一般廃棄物収集運搬業の許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条第1項 _ _ 約19000 ○ ×

2 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物適正処理推
進課

一般廃棄物処分業の許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条第6項 _ _ 約1200 ○ ×

3 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

産業廃棄物収集運搬業の許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条第1項 _ _ 12,586 ○ ○

4 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

産業廃棄物処分業の許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条第6項 _ _ 288 ○ ○

5 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条の4第1項 _ _ 937 ○ ○

6 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

特別管理産業廃棄物処分業の許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条の4第6項 _ _ 14 ○ ○

7 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

産業廃棄物収集運搬業の変更許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条の2第1項 _ _ 2,584 ○ ×

基本計画の対象手続一覧表

環境省【営業の許可・認可に係る手続】

【記載要領】

○記載の時点は、平成29年４月１日時点とする。
○「所管局等名」、「所管部課名」、「事項名」、「根拠法令名等」、「条項」は、総務省「許認可等現況表」を参考にして記載する。同表の該当項目の転記で可とするが、以下の点に留意のこと。
　・許認可等現況表は、最新版が平成27年４月１日時点のものとなるため、手続の新設・改正・廃止等があった場合には、その点を反映の上記載のこと。また、許認可等現況表には掲載されていない、法令
に基づき地方公共団体が行う手続についても記載すること。
○手続の件数は、申請等の件数を記載する。なお、記載できない項目がある場合には、その具体的な理由を欄外に記載する。

○「基本計画」は、基本計画の作成対象に○、対象外に×を記載する。
○「コスト計測」は、コスト計測の対象に○を記載する。



番号 所管局等名 所管部課名 事項名 根拠法令等 条項
オンライン
手続件数

非オンライン
手続件数

手続件数計 基本計画 コスト計測

8 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

産業廃棄物処分業の変更許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条の2第1項 _ _ 365 ○ ×

9 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

特別管理産業廃棄物収集運搬業の変更許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条の5第1項 _ _ 471 ○ ×

10 大臣官房 環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

特別管理産業廃棄物処分業の変更許可 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第14条の5第1項 _ _ 32 ○ ×

11 大臣官房 環境再生・資源循環
局浄化槽推進室

浄化槽清掃業の許可 浄化槽法 第35条第1項 － － 約2645 ○ ×

12 水・大気環境局 土壌環境課 汚染土壌処理業の許可 土壌汚染対策法 第22条第1項 － － － × ×

13 水・大気環境局 土壌環境課 汚染土壌処理業の許可の更新 土壌汚染対策法 第22条第4項 － － － × ×

14 水・大気環境局 土壌環境課 汚染土壌処理業の変更の許可 土壌汚染対策法 第23条第1項 － － － × ×


